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○経営評価結果の概要 
 

    令和７年度の経営評価の結果は、次のとおりである。 
 

 
 評価区分 

法人数 
 

（構成比） 

 内     訳 令和６年度 

法人数との比較 

 
一般社団・財団法人 公益社団・財団法人 会社法法人 特殊法人 

概ね良好 ２５ 
（78%） 

４ １４  ５ ２ ＋１ 

改善の余地 
あり 

 ５ 
（16%） 

０ ２ ２  １ ▲１ 

改善措置 
が必要 

 １ 
（3%） 

０  ０ ０  １ － 

大いに改善を要 

する又は緊急の 

改善措置が必要 

 １ 
（3%） 

０  ０ １ ０ － 

合 計 ３２ ４ １６   ８ ４ － 

  

（注）１ 評価区分に変更があった法人 １法人 

  （株）茨城県中央食肉公社 「改善の余地あり」→「概ね良好」 
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（立地推進部） 令和７年度県出資法人等経営評価結果 （令和６年度決算ベース）

法　　人　　名

＜評 価 区 分＞

所　　管　　課

基本財産 県出資額 県出資比率

130,000千円 80,000千円 61.5％

前期正味
財産増減額

当期正味
財産増減額

正味財産
期末残高

1,120,763千円 125,232千円 11,618,040千円

＜概ね良好＞ 資産 負債 正味財産

立地整備課 18,886,555千円 7,268,516千円 11,618,040千円

総 合 的 所 見 等 左 に 係 る 対 応

（公財）茨城県開発
公社

出
資

令和６年度は、土地開発事業及び立地促進事業の
収益減少等により、経常収益は８，８９０百万円
（前期差１０，８５３百万円減）、当期経常増減額
は１１１百万円（前期差１，０２０百万円減）と
なった。引き続き、各事業における収益の確保と管
理費等の経費縮減に取り組むとともに、経営の合理
化により効率性を高め財務基盤の強化を図り、県土
の均衡ある発展と県民福祉の増進という目的の達成
に向けた事業展開に努められたい。
　土地開発事業については、プロパー工業団地
３．９ヘクタールの分譲に向け造成工事を行った。
新たな工業団地の整備については、企業ニーズを踏
まえ、県及び市町村と十分に連携し、確実性を担保
しながら事業の推進を図られたい。
水道事業については、県民の生命・生活を守る事

業であることから、県企業局の事業執行方針を踏ま
え、より安定的かつ効率的な運営に努められたい。
また、施設の老朽化や人材不足など多くの課題に直
面している県内市町村の水道事業体に対し、法人が
有する知識・経験を生かし、県企業局と連携しなが
ら、基盤強化支援に取り組まれたい。
宿泊施設事業については、引き続き、効率的な施

設運営に取り組むとともに、アンケート調査等によ
り把握した顧客ニーズを反映させた質の高いサービ
ス提供に努めるほか、周辺市町村や関係機関と連携
した観光コンテンツの充実などによる施設の魅力向
上とブランド力強化により、更なる利用者の確保と
宿泊定員利用率の向上を図られたい。
園地整備・管理事業については、宿泊施設事業と

連携しながら、それぞれの自然環境を生かした特色
ある事業展開により更なる利用促進を図るととも
に、より合理的な管理手法を検討するなど効率的な
運営に取り組まれたい。
茨城空港旅客ターミナルビル事業については、国

内線の搭乗率向上や上海定期便の再開による国際線
の増便等により、搭乗者数は約７８万人（前期差約
３万人増）、搭乗者と見学者を合わせた来場者数は
約１４１万人（前期差約５万人増）となった。引き
続き、利便性向上やイベント開催による賑わい創出
など空港全体の魅力を高めることにより、来場者数
の増加と収益の確保を図られたい。

土地開発事業については、県から受託する産業用
地開発を着実かつ円滑に推進するとともに、新たな
工業団地の整備に向けて、県及び市町村と連携し、
企業ニーズを的確に捉え、確実性を見極めながら事
業を推進していく。

水道事業については、安全で安心な水を安定的に
供給できるよう、県企業局と一体となった適切な運
転管理体制の維持や、県内市町村水道事業体に対す
る基盤強化支援に取り組んでいく。また、中長期的
な事業継続に向けて、引き続き職員確保や人材育成
に努める。

宿泊施設事業については、顧客ニーズの把握に努
め、引き続き質の高いサービス提供に努めるととも
に、新規プラン設定などにより、更なる魅力向上を
図る。また、周辺市町村や関係機関、園地整備事業
と連携した観光コンテンツの充実や、賑わい創出イ
ベントの開催などにより、施設の知名度向上を図
り、利用者の確保と宿泊定員利用率の向上に努め
る。

園地整備・管理事業については、宿泊施設事業と
連携しながら、それぞれの特色を活かしたイベント
開催などにより利用促進を図るとともに、より合理
的な管理手法を検討するなど効率的な運営に取り組
む。

茨城空港旅客ターミナルビル事業については、引
き続き積極的なテナントの誘致を図り、収益の増加
に繋げる。また、空港設備の計画的な修繕及び更新
によりより安心・安全な施設運営を行うとともに、
利用者や航空会社等のニーズに合わせたサービス向
上や機能拡充に努める。

今後も、県勢の発展及び県民福祉の増進という法
人としての目的達成に向け、効率的かつ効果的な事
業運営及び安定的かつ継続的な経営が確保されるよ
う指導していく。
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